
経 営 理 念 

心の中に心を持ち、人に心を運び心を伝え、五つのわ（和、輪、我、笑、話）の調和を図る 

事 業 方 針 

1.施設の社会化に努める 

2.心と心が触れあう信頼の場に努める 

3.豊かで安らぎのある健やかな生活が保障されるよう努める 

4.老人福祉施設として生活援助機能の強化に努める 

5.自立支援機能の強化に努める 

行 動 指 針(ケア方針) 

４Ｈ・４Ｃの実践 

Heart       心を磨く      Communication   情報を的確に捉え伝える 

Head       知識・理解を磨く  Contact      接触・接近を図る 

Hand       技法を磨く     Conference    会議・協議・相談を図る 

Health      健康を磨く     Care    心を配り・心を寄せる・見守を図る 

中期目標 

  ・社会環境変化へ対応するソーシャル機能の展開（制度政策を地域社会に反映する機能の取り組み） 

・サービス連携の取り組み（地域社会との関係性構築と連携、専門機関への橋渡し力の向上） 

・事業、サービス運営するためのチーム力向上（チーム運営の PDCA実践、評価、改善力） 

長期目標 

  ・安全、衛生、防災対策の整理・整備（自然災害、感染症、事故対策、身体拘束虐待対策） 

  ・トータルコスト整理、管理対策整備（社会保障制度改正への対応） 

・介護サービス機能の整理・整備（医療・保健・福祉・介護と地域社会との連携） 

2026 年度基本方針 

互いにかん（援・勧・完）する関わりを実践する 

    援  ―  互いに力を貸す関わりをする 

    勧  ―  互いにはげまし、教え導く関わりをする 

    完  ―  ものごとをまっとうする関わりをする 

社会福祉法人報徳会 重点施策 

＊基盤になる機能･体制構築の取り組み 

 ・事業組織力の醸成 ・ひとりひとりの専門性（社会性）への取り組み 

 ・事業及びサービスの構造構成を機能として支援する取り組み 

＊サービスの自己管理対策 

 ・サービス自己評価、他サービス機関からの事業評価（ひと・もの・サービス・じかん）検証 

 ・サービス標準化（全体・部門）と専門性並びにサービスの整合性への取り組み 

＊情報共有 

 ・サービス向上につながる ICT 活用と業務負担軽減の取り組み 

 ・業務連携のためのサービス項目の整理と整備 

 ・介護ロボット活用への取り組み 

＊実施対策の取り組み 

・感染症対策、防災管理、リスクマネジメントに関わる各制度対応 

・地域密着型介護サービス外部評価 、介護サービス情報公表制度、福祉サービスの第三者評価、 

認証評価活用による外部公開の取り組み 

   ・内部監査による運営基準との整合 

 

重点目標 地域社会へつながる社会福祉を実践する 

 

重点事項 介護・福祉の専門性を地域社会とかん（援・勧・完）する関わりでつなぐ・つづける関わり 

をする 

 

 



黒石特別養護老人ホーム 

＜特養事業部 介護老人福祉施設・短期入所生活介護事業＞ 

重点目標 

・利用者が笑顔あふれる毎日を送れるように、誰が対応しても温かく安定したサービスを提供する                          

重点事項 

・介護技術と接遇を揃えて、誰が対応しても安心できるサービスを提供する 

・利用者一人ひとりに寄り添い、安心して笑顔で過ごせる関わりをする 

行事、日常生活支援 

行 事  夏祭り 敬老会 クリスマス会 誕生会 

活 動  ドライブ 運動会 よされ・ねぷた 節分 ひな祭り ゲーム大会 

地域交流、施設機能開放 

  ボランティア喫茶、訪問理容、訪問販売、介護福祉士実習、社会福祉士施設実習、 

  インターンシップ、職場体験など 

業務運営 

 特養事業部会議、介護グループ会議、サービス担当者会議（カンファレンス） 

 看護ケア総合支援機関会議 

その他 

健康管理（体重測定）（健康診断、結核検診、予防接種）要介護認定調査 長谷川式スケール調査 

日常生活自立度調査（障害・認知症高齢者） 各アセスメント・モニタリング（栄養・口腔・機能訓

練アセスメント） 

 

黒石デイサービスセンター 

＜在宅事業部 通所・訪問介護・介護予防・日常生活総合事業・福祉事業＞ 

重点目標 

  口腔、栄養、生活機能動作に加えて、趣味活動等の手段的動作の維持向上を図る 

重点事項 

・「生活機能」の維持向上を図るため、ご利用者ひとりひとりの趣味や生活行為に応じたプログラム

を設定し実施する。 

・専門視点を取り入れたサービス提供を行い、成果の視覚化（グラフ、数値）をし、生活機能連携の

実践を図る・認知症の利用者に適切なサービスを提供する 

行事、日常生活支援 

行 事  夏祭り 敬老会 クリスマス会 誕生会 

活 動  春の運動会 七夕会 縁日会 秋の運動会 忘年会 新年餅つき 節分 

ひな祭り のど自慢大会 

地域交流、施設機能開放 

  ボランティア喫茶、散髪ボランティア、訪問販売、介護福祉士実習、社会福祉士施設実習、 

  インターンシップ、職場体験など 

業務運営 

 在宅事業部会議、介護グループ会議、サービス担当者会議（カンファレンス） 

その他 

健康管理(体重測定） 長谷川式スケール調査 日常生活自立度調査（障害・認知症高齢者） 

機能訓練・日常生活向上計画見直し  各アセスメント・モニタリング（栄養・口腔・機能訓練アセ

スメント） 

 

黒石在宅介護支援センター 

＜総合ケアマネジメント機関 居宅介護支援・介護予防ケアマネジメント事業＞＜地域包括ブランチ機関＞ 

重点目標  

・稼働率 80％に満たない月を年間 50％にとどめる 

重点事項 

・新規利用者獲得に向け、外部周りを実施し、紹介につなげる 



・ケアプラン連携システムの運用・評価・修正し、軌道に乗せる 

・ケアマネージャーの間接業務を担う職員の理想像を明確にし、マネジメント業務一連の流れに

遅れを出さない（2ヶ月以内に解消させる） 

地域交流、施設機能開放 

 介護支援専門員実務講習受講者等実習、社会福祉士実習、担当地区民生児童委員定期交流、 

サロン運営支援業務運 

介護予防・日常生活支援総合事業 

（介護予防支援、介護予防ケアマネジメント、介護予防・生活支援サービス支援）  

包括的支援事業 

（総合相談、権利擁護、黒石市地域包括支援センター運営協議会） 

（認知症総合支援、認知症集中支援、地域ケア会議推進事業「定例勉強会」「連携会議」 

「ケース検討会議」） 

一般介護予防（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査）、（転倒骨折予防、認知症予防教室） 

黒石市任意事業 

認知症高齢者見守り事業、在宅要介護高齢者福祉サービス申請代行、成年後見制度利用支援、 

福祉用具・住宅改修支援、認知症サポーター養成、地域自立生活支援） 

要介護・要支援認定・基本チェックリスト関連（認定調査、認定管理） 

介護予防サービス計画、介護予防ケアマネジメントの業務（予防給付、総合事業） 

居宅支援関連 

（相談受付・実態調査業務、調整業務、各アセスメント・モニタリング、ケアプラン管理・付帯管理 

手続業務、サービス担当者会議（カンファレンス）） 

その他 

総合相談窓口（医療、保健、福祉サービス連絡調整）、地域ネットワークの構築・強化、地域密着

型サービス運営推進会議、居宅機関会議、総合ケアマネジメント機関会議、他法人居宅介護支援事

業所との共同事例検討会 

 

黒石ケアサポートセンター 

＜地域事業部  認知共同生活介護・小規模多機能事業＞ 

重点目標  

・利用者一人ひとりの意思と選択を尊重し、心の自立した生活の実現を目指す。 

重点事項 

 ・日常生活の中で利用者が自ら選択し、主体性を持って生活できる環境を整える。 

・本人の思いに目を向け、受け止めて接し BPSD25Q の点数を増やさない関わりをする。 

行事、日常生活支援 

行 事  夏祭り 敬老会 クリスマス会 誕生会 

活 動  お花見ドライブ 花･畑作り 運動会 体力測定 新緑ドライブ ねぷた・よされ見学 

紅葉ドライブ ゲーム大会 新年餅つき会 節分 ひな祭り 

地域交流、施設機能開放 

 ボランティア喫茶、認知症介護実践者・リーダー・開設者・管理者研修施設実習、 

 介護福祉士実習、社会福祉士施設実習、看護実習、インターンシップ、職場体験など 

業務運営 

 地域事業部会議 介護グループ会議 サービス担当者会議（カンファレンス） 運営推進会議 

その他 

健康管理(体重測定）（健康診断、結核検診、予防接種）要介護認定調査 長谷川式スケール調査 

日常生活自立度調査（障害・認知症高齢者） 各アセスメント・モニタリング（栄養・口腔・機能訓

練アセスメント） 

 

 

 

 



養護老人ホーム景楓荘 

＜養護事業部  養護・特定施設入居事業、養護保護高齢者一時入所事業、契約入所事業＞ 

重点目標 

介護技術の実践と、その人らしい生活を支え、勧する関わりをする 

重点事項 

利用者の状態に応じた介護技術の実践をする 

相手の立場に立ち、尊厳を守るケアを実践する 

 

行事、日常生活支援 

行 事  夏祭り 敬老会 クリスマス会 誕生会 慰霊祭・墓参り 

活 動  運動会 ドライブ（花見 紅葉） なの畑 収穫祭 餅つき 節分 体力測定（年２回） 

        音楽 手工芸 習字 カラオケクラブ 大相撲星取り 

地域交流、施設機能開放 

  ボランティア喫茶、訪問理容、訪問販売、介護福祉士実習、社会福祉士施設実習、看護実習 

  インターンシップ、職場体験など 

業務運営    

養護業部会議、介護グループ会議、サービス担当者会議（カンファレンス） 

その他 

健康管理(体重測定）（健康診断、結核検診、予防接種）要介護認定調査 長谷川式スケール調査 

日常生活自立度調査（障害・認知症高齢者） 各アセスメント・モニタリング（栄養・口腔・機能訓

練アセスメント） 

 

＜法人事務局 ・ 事業支援機関＞ｒ 

＜総務グループ＞ 

重点目標 

・デジタル化に向け各事業部と業務連携をし、ICTや AIの活用を検討・試用を行い、互いにかん

する関わりをする 

重点事項 

・業務の細分化や課題の抽出を行い、デジタル化、ICT や AIの活用により確認作業等に係る業務

負担の軽減をする 

業務運営 

 会計経理業務、庶務業務、人事労務業務の運営管理 

 理事会、評議員会、評議員選任・解任委員会、地域密着型サービス運営推進会議、 

第三者委員会、総務グループ会議 

 

＜給食グループ＞ 

重点目標 

・利用者の摂取状況を把握、観察する習慣を身につけ、事業部間の協議内容に反映させ、栄養ケ

アの介入を目指す 

重点事項 

・摂取量だけでなく、利用者の食事状態の観察視点を身につける 

・厨房内の整理整頓を心がけ、清潔の維持に努める 

・非常時対応ができる能力を身につけて実践に活かす 

地域交流、施設機能開放 

  栄養士給食施設実習 

業務運営 

 栄養管理業務、衛生管理業務、調理管理業務 

給食グループ会議、サービス担当者会議（カンファレンス） 

 

 



委員会・職域・機関・プロジェクト 

 

＜ リスクマネジメント委員会 ＞ 

１．構成メンバー   

  工藤晋也  齋藤亜也子  阿部伸二 

２．目 的   

①利用者が安全に生活できるよう、事故発生の防止及び発生時対応の指針に基づき、SHELLを活用して

多方面での視点を持てるよう啓発を行い、事故防止・再発防止に取り組む。 

②苦情処理の体制及び手順書などを整え、迅速かつ適切に対応することで、利用者の主観的ニーズの把

握に努める。 

③身体拘束廃止、虐待、看取りケアに関して、指針などを整備し、適切な運用へ繋げることで、権利擁

護の徹底を図る。 

④それぞれの指針に沿いながら、研修を実施し、職員の基本的な考え方や迅速な対応へ繋げられるよう

に周知徹底を図る。 

３．期 間  2025年4月1日～2025年3月31日 

４．内 容   

 ・事故発生の防止及び発生時対応 

 ・苦情解決の仕組 （お客様の声の運用、第三者委員会年2回開催） 

 ・身体拘束廃止 （3ヶ月に1回の会議開催） 

 ・虐待防止 （3ヶ月に1回の会議開催） 

 ・看取り介護 （3ヶ月に1回の会議開催） 

 ・研修（「事故防止、再発防止」「苦情」「身体拘束」「高齢者虐待」） 

  ※看取り研修に関しては、看護職域部会の開催へ変更となる。 

５．成 果   

①毎月、各事業部から提出された事故ヒヤリハットを、事業部において再発防止策の検討し、実行評価

までできているかを確認し、継続依頼や再検討必要など提言として返している。 

 半年ごとに事故ヒヤリハットの項目を集計した結果、今回の期間より眠りスキャン、見守りカメラの

導入により昨年度に比べ居室内での転倒、転落の件数は減少している。また、眠りスキャン導入しての

アンケートを実施し、使用状況や評価状況等を知ることができた。来年度へ向けて各事業部で取組む内

容の参考に配布する。 

②毎月10日頃に各事業部から上がってきたお客様の声の入力確認を行い、会議に合わせ内容を確認し、

必要に応じて総合ケアマネジメント機関へ全職員への周知依頼を行っている。また、今年度は研修を通

してお客様の声を集計したものを発信し、どのような声が上がっているのかを知ってもらうことができ

た。 

第三者委員会は定期の7月、2月に開催。各事業部の事故ヒヤリハット（対比形式）や感染状況、身体

拘束状況などを報告。事故ヒヤリハット（個人情報など）について助言を頂いている。7月実施の際に

委員より、事前の送付がなかったため、内容が分かりにくかったなどといった助言をいただいた。２月

では、様式の名称の修正したものを事前送付し、また、当日は、ただ説明をするだけではなく、研修の

資料なども見てもらいながら進めたことで内容の理解に繋がっている。 

③④⑤ 

指針上の３ヶ月に１回の身体拘束廃止、虐待防止、看取りそれぞれの状況確認を継続するとともに実

地調査も行い、その結果を各事業部の会議録へ入力を行い全職員へ周知を図っている。日々での身体拘

束廃止、虐待防止などについて委員会からの注意喚起の目的で、今年度は5つの項目でポスターを作成、

掲示した。評価の結果、目に付くところに掲示したことで意識付けとなったなどの意見がある。 

⑤指針に沿いながら（内容、回数など）年間計画を立てている。 

計画通りに実施し、今回は各指針の共通理解や資料研修を通し、職員の周知に繋げている。 

 基本などを行い、自身の行動などの振り返りに繋がったなどの意見がある。 

６．課 題 

①事故ヒヤリハットの提出が滞っている事業部もあり、委員会からの発信が不足していたことがあげら

れる。定期的にチームズで発信することで期日の管理に繋げること。また、滞る原因として、分析に時



間がかかっている状況もあるため、再度ファイルのチャートに参考資料もあるため周知していく。それ

に対する委員会からの事業部に対する原因などの確認ができていない。市、県報告に至る事故が発生し

た場合の報告書が委員会での確認が不足している。委員会でも確認し、それに対する提言などが必要で

ある。 

 眠りスキャンのアンケート行った結果、定期的な評価やデータの活用がふそくしていた。各事業部へ

来年度の活用方法など確認しているため、引き続きアンケートを継続することが必要。 

②お客様の声の入力が期日まで整理されず、対応確認に遅れが生じている。再度周知を図る。各事業部

でどの様なお客様の声が上がっているのか把握できていないため、年2回集計したものを発信し、内容

を理解してもらう。 

③④⑤ 

 定期的に注意喚起のポスターを作成し掲示し、実施状況の評価を行っているが、それを事業部に返せ

ていない状況もあるため、事業部と確認しながらポスター作成継続する。 

⑤「事故防止、再発防止」「身体拘束」「高齢者虐待」それぞれの法定で定められている研修回数、内

容を確認し、計画的に実施していく。「苦情」の研修に関しては法定研修に入っていないため実施継続

するか検討していく 

７．事業計画 

 ・事故発生の防止及び発生時対応 

 ・苦情解決の仕組 （お客様の声の運用、第三者委員会年2回開催） 

 ・身体拘束廃止 （3ヶ月に1回の会議開催） 

 ・虐待防止 （3ヶ月に1回の会議開催） 

 ・看取り介護 （3ヶ月に1回の会議開催） 

 ・研修（「事故防止、再発防止」「苦情」「身体拘束」「高齢者虐待」） 

 

＜ 感染衛生対策委員会 ＞ 

１．構成メンバー 

 工藤 真理子、粟嶋 緑 

２．目 的 

  入所者・利用者・職員の安全確保を図るため、菌を持ち込まない・広めないを全職員で徹底 し、

未然に防止し感染症・衛生・食中毒の予防をする。 

３．期 間  2025 年 4月 1日～2026年 3月 31日 

４．内 容 

  職員一人ひとりの衛生管理意識の徹底を図り、感染症の発生を予防するよう委員会活動し、専門性

の高いサービスを提供する。 

５．成 果 

①施設内共通研修・訓練実施、業務継続計画(BCP)研修・訓練実施について 

施設内共通、業務継続計画の研修・訓練を８月、１月の２回実施している。 

８月は、手洗いチェッカーを使用し、汚れの落ち方を確認しながら適切な手洗いを実践するという内

容で研修、訓練を一体的に実施している。どうしても洗い残しが見られるため、１月の訓練では、適切

な手指衛生として、手洗い後の消毒方法について訓練を実施した。概ね手順に沿って行うことができた。 

１月は、感染症発症時の初期対応とし、濃厚接触者の特定とゾーニングについての手順を確認し、実

践するという内容で BCP研修、訓練を行っている。研修評価で、初期対応を焦ってしまうため、資料を

みながら冷静になって行える状況と陽性者が発症した等の動きは常に対応できる体制であることが求

められる。 

②各感染症マニュアル見直しについて 

コロナウイルス対応概要資料については五類感染症へ移行に伴い、ファイルをマニュアルと資料に分

けて、まずはマニュアルの整理をした。それに伴い、マニュアルのデータ整理も行った。 

③感染予防対策実施について 

感染症初期対応が実施できるよう、平常時より感染物品が揃っているか、消毒液は設置個所へ揃って

いるかを確認するため、定期的に各事業部の状況を現状確認している。実施したことで、各事業部の感

染物品不足や、所定の場所に設置されていない等、委員会として確認ができた一方各事業部での管理は



不十分であった。各事業部でのチェック日は、毎月第４日曜日として各事業部で管理することを定期的

に周知していきたい。 

６．課 題   

①次年度も感染症の初期対応の実践的な訓練、研修を盛り込んで感染症発症時に活用できる内容 

にする必要がある。 

②今年度整理したマニュアルに沿った資料となるようにファイルの整理が必要である。同時にデ 

ータ整理も行う必要がある。 

③チェック時、各事業部で感染物品が不足していることが目立っていたため、感染症を蔓延さ 

せないためにも今後も確認を行い、定期的に確認の発信をする必要がある。 

７．事業計画 

①年２回施設内研修、訓練の実施、年２回ＢＣＰ研修、訓練の実施 

②感染予防対策実施のチェック、感染症予防の周知発信 

③感染衛生対策基本資料、データの整理 

BCP ファイル(感染)の見直し、整備 

 
＜ 研修委員会 ＞ 

１．構成メンバー 

 倉内純子 竹内彩花 鈴木翔太  

２．目 的 

ひとりひとりの専門性及び社会性の構築、チーム力の醸成ならびに展開力の構築、職員一人一人が果

たすべき役割を理解し行動すること、そして、一定で質の良いサービス提供が展開できるよう研修・実

習体系を整備し、法人全体が共通した人材育成に取り組む環境と運用を図る。 

３．期 間  2025 年 4月 1日～2026年 3月 31日 

４．内 容 

・新研修体系の運用チェック機関としての調整 

・講座全体の計画と運用チェック機関としての調整 

５．成 果 

①オリエンテーションの内容の見直しと修正 

2025年度より「SNSリスク研修」（補足、修正）「安全運転について」の講義を取り入れることとなっ

た。「SNSリスク研修」については、昨今、SNSの活用が増えており、内容によっては法的措置、損害賠

償へとつながることの理解を図るため、既存の資料を補足、修正をした。他「安全運転について」は、

ほとんどの職員が車で通勤しており、また、業務でも運転する機会があることから、出勤、退勤時間、

業務中の事故発生率が高いというデータを活用しながら、運転者としての心得も含め講義をプログラム

に追加した。 

②内部、外部研修実践率向上について 

以前から実践率向上に向けて委員会からもアプローチを行ってきたが成果がみられなかったため、今

回、実践する職員が少ない理由を把握するために、職員へ向けたアンケート（今後のキャリアプランに

ついて）を実施し、結果を踏まえ、新たな展開を検討することとした。 

③D スタ導入と運用 

「D スタ」活用に向けて使用方法などの準備は進めたものの、申請から管理までの一連の流れ、資料準

備の仕方など、各委員会、担当への説明が十分に届かなかったことから、早急に実施する必要がある。

並行して、ハートフルアカデミー「わ」の作成もおこなっており、準備が整い次第、職員へ発信となる。 

④受講管理システムについて 

使用方法について、各事業部へラミネートしたものを配布しているが、研修終了後、一部職員の使用

となっているため、「御茶ノ水動画配信サービス」を受講した際は、受講管理システムへ送信まで行う

よう、再度発信が必要である。 

６．課 題   

・共通研修が D スタへ移行するにともない、職員から ID の管理、接続の不具合等の相談がくることを

想定し、即対応できるように委員会内でも内容を理解、共有する。 

・外部研修の実践率が低調が続いていること、受講管理システムの活用にもつながっていないため、ア



ンケートの結果を踏まえ、協議する必要がある。 

７．事業計画 

・キャリアアップ、実践率向上と実践後の反映について。 

・動画配信サービスを活用した研修の運用と管理。 

・オリエンテーションの定期開催、開催後の評価、見直し。 

 

＜ 職域部会 ＞ 

（介護職域部会） 

１．構成メンバー  船水亮徳 八戸序季 工藤恵子 長内利圭 山田麻美 菊地のぞみ  

２．目 的  業務専門課題対策の協議検討、実施策定、評価検証（新しい技術、気付き気付く 

方法（人として））、自らの専門性、振り返り（職責） 

３．期 間  2025 年 4月～ 

４．内 容   

1）OJT 体制の明確化と実践 

2）介護技術の平準化に向けた研修（口腔、排泄） 

3）腰痛を含む心身の健康管理（職場の労働安全衛生水準を構造させる） 

4）共通研修（認知症） 

5）介護実習生の受け入れ 

（1） OJT体制の明確化と実践（八戸序季・山田麻美） 

・介護技術の平準化に向け、新任、中途、異動者に対しての OJT体制を事業部管理から職域全員が関わ

るチームとしての体制となるよう見直しした。OJT対象者と OJT担当者だけで完結する OJTではなく、

指導計画を進める中でのスーパーバイザー、フォロワーの立ち位置を明確にし、全体が積極的に関わり

ながら対象となる人を育成する体制とした。その中で、今年度は新任、中途採用に目を向け、指導計画

の詳細を個別的計画から３ヶ月を期間とした定型の基本プログラム化へ変更した。人材育成の理念と配

属までの各プロセスとしての目的からまず、事業部オリエンテーションで伝える内容の方向性を確認し、

修正した。次に、水準とする介護技術と知識を伝える場として事業部配属の前に職域オリエンテーショ

ンを新た追加、さらに人や場面が変わっても根拠あるケアが実践できるように各事業部をラウンドする

内容とした。４月の実施に向け、２月トライアルを実施し、3月評価・修正、全介護職員へ周知、４月

新卒採用者へ実践となる。 

（2）介護技術の平準化に向けた研修（口腔、排泄）（船水亮徳）  

・介護技術チェックの課題として、①各事業部の状態像により未実施項目が多く、技術の習得の把握が

できない、また、実務経験がないまま異動となり再スタートとなる現状があった。 

また、サービスの質の向上を目的としており、介護技術の向上だけではなく、専門職として根本的で本

質的な取り組みから接遇（倫理観）の振り返る場が必要である。②アセッサーの視点を合わせチェック

しているが、各事業部での評価の差がみられている。以上のことから、①介護技術チェック項目の修正

（共通項目の確認、倫理観の追加）②介護技術チェック方法として、他事業部のアセッサーを交えるこ

とでチェックの甘さの解消に繋げていくこととした。 

・介護技術研修について、これまでの介護技術チェックの結果から、全体で取り組む優先的な介護技術

項目を協議し決定している。方法として、各ケアの基本的知識を身につけるため動画、技術を学び、実

践的な取り組みへ繋げていく。 

・介護技術チェック１回目、２回目実施、３月集計中、前回の評価と比較し、研修を実施した口腔ケア・

排泄ケア・ノーリフティングケアに着目し変化を見ていく。事業部共通の取り組みを決め４月～日常的

な OJTとして計画立てていく。  

・現任者へ向けた介護技術研修は高齢者がかかりやすい上位疾患に対して影響しやすい介護技術を優先

としたノーリフティングケア、口腔ケア、排泄ケアを実施した。反応としては振り返りや新たな知識の

確認につながった。今後はそれを実践できるように定期の技術チェックから課題抽出も含め研修内容を

考えていく。 

 

 

 



（3）腰痛を含む心身の健康管理（職場の労働安全衛生水準を構造させる）（八戸序季・山田麻美） 

・健康管理調査実施から対策検討し、介護技術、環境、ケア見直しから改善策を講じ、優先度が高い場

面から中間浴の移乗場面の改善を検討し入浴用の手すりを導入し、環境を整えることで残存機能を活か

した双方の安全と安楽につながった。 

・福祉用具の点検と修理（３ヶ月に 1回）１ヶ月から２ヶ月へ期間を延長しているが予定よりずれ込む

ことが多いため期間の見直しが必要。 

・法人全体でノーリフティングケアの考え方を用いた介護または介護以外の職員へ向けた普及を目指し、

自身の身体の使い方、対象者（物）の向き合い方、環境面の３つのポイントを日々で習得し実践できる

よう、労働安全も含め、研修を実施した。 

（4）法定研修（認知症研修）（長内利圭） 

・認知症及び認知症ケアに関する研修について。 

実践時、症状の把握をし分析することで視点が広がりアセスメントへ向けた、意図的な関わりができる、

相手へのコーチング技法の習得ができ、認知症ケアの質の向上へ向けた実践する力が身につくことを目

的とし、計画立案中である。 

・重度要介護状態の方がこられるが一部の事業部でノーリフティングケアを実践している現状から、今

年度は法人全体でノーリフティングケアの考え方を用いた介護または介護以外の職員へ向けた普及を

目指し、労働安全に取り組んでいく。自身の身体の使い方、対象者（物）の向き合い方、環境面の 3つ

のポイントを日々で習得し実践できるよう、各事業部での習得者を増やし、実際の労働現場で助言でき

る環境の体制を整えていく。事業部へ出向き、事業部の特徴に沿ってイメージできるお悩み相談型の研

修を計画的に行う方向である。 

（5）介護実習生の受け入れ 

東奥学園高校、弘前医療福祉大学実習生受け入れを予定通り実施した。 

５．成 果   

・チームとなって育成する OJT体制の全体像を見直しした。OJT担当者の基準を設け、育成に向け、動

画研修とトライアル OJTから OJT とは何かを共通認識できた。 

・指導者と事業部の関わりを持つことで指導計画のフィードバックにつながった 

６．課 題  

・チームとして一人ひとりが育成に関わることを目指し、フォロワー、OJT 担当者、スーパーバ 

イザーの育成が課題である。 

・介護技術のレベルアップを含め、技術チェックを実施してきた。技術のチェックの場面ではできてい

ても、ケアの場面では活かせてない。事前に求めるスキルを明確化しアセッサーの必要性を OJTのトラ

イヤルを通じながらの周知が図れた。しかし、食事ケア、排泄ケ、口腔ケア、入浴ケアの形態別と一斉

に実践し、介護技術の評価となると、アセッサーのスケジュールの修正が多くなる。月ごとや期間を設

定しての項目ごとのケアの技術チェックの実践をすることでスキルアップや業務改善を含めた介護技

術チェックを実践が図っていく必要性がある。 

・ノーリフティングケアの研修後に就業前のストレッチの実践を進めている。簡易腰痛検査において、

「疲れやすい」「休めば何とかなる」といった項目が多い状態にある。身体の使い方や介護技術チェッ

クの評価を合わせて発信をしていく必要がある。 

７．事業計画  

・基本プログム化した OJT 体制を実践し、法人が求める介護の知識・技術・考え方を伝達し習得できる

ようなり、各々の役割を遂行できるようになる。 

・介護職員全体の介護技術水準を 10％up する。 

・ノーリフティングケアの基本的な身体の使い方を習得しケアや関わる動作に活かしていく。 

 
 
 
 
 
 
 



（看護職域部会） 

１．構成メンバー  工藤梅世、玉田るみ子、内良陽子、金谷えり子、加藤沙由里 

２．目 的  業務専門課題対策の協議検討、実施策定、評価検証（新しい技術、気づき気づく方法（人

として））、自らの専門性、振返り（職責） 

３．期 間  2025 年 4月 1日～2026年 3月 31日 

４．内 容   

①看護水準基準評価の作成 

②看護体制の整備・実施 

③看護業務の手順書の作成 

④研修 

５．成 果   

①看護水準基準評価の作成 

・京都版高齢者介護施設看護師クリニカルラダー・評価シートを活用し、当施設での実践例に置き換

えて作成。 

②看護体制の整備・実施 

・地域事業部と在宅事業部へラウンドするカリキュラムを作成し、10月からの実施となった。カリキュ

ラムの流れを担当する看護職員と確認し、実際にラウンドをし改善案も聞かれていたが、体制上運用

困難となり一時中止となっている。 

・朝の申し送りの活用で、各事業部の利用者様の情報を看護職員間で共有でき、対応についても意見交

換できる場となった。 

③看護業務の手順書の作成 

・カリキュラムの中の詳しい業務内容が作成されていなく、採用された看護職員への説明にもばらつき

があった。標準業内容を作成。看護職員内、修正箇所の確認を予定。 

④研修 

・法定研修である心肺蘇生法や看取りの研修は、計画通り実施している。 

・今年度の喀痰吸引経管栄養 2号研修修了者は 2名おり、実地研修終了している。 

・喀痰吸引経管栄養 OJT研修は、３月に実施。 

６．課 題 

①看護水準基準評価の使用は、現状の看護体制上実施難しい状況である。また、内容の再確認や、運用

方法についての検討も必要である。 

②ラウンドするカリキュラムを実施し、黒石特別養護特養事業部で使用しているものと違ったり、1週

間に 1回のラウンドでは流れや利用者の名前を覚えるのも大変との声もあった。また、黒石デイサー

ビスセンターへのラウンドでは、健康相談において一人一人の相談時間が長く、記録までに時間を要

する状態であり、業務時間が過ぎてしまうこともあったため、現状、ラウンド業務は、看護体制上難

しいため、今後、実施に向けて改善が必要である。 

③手順書を配布した看護職員に修正点の確認をしている状況である。今後修正し、今後採用された看護

職員の育成の際も使用していく。 

７．事業計画 

・看護水準基準評価の見直しと運用方法の検討 

・看護業務手順書の修正 

・法定研修の実施 

 
（相談支援部会） 

１．構成メンバー  村田翔希、佐藤亜佑、白鳥麻衣子、嘉瀬友仁 

２．目 的  業務専門課題対策の協議検討、実施策定、評価検証（新しい技術、気づき・気づく方法

（人として））、自らの専門性、振返り（職責） 

３．期 間  2025 年 4月 1日～2026年 3月 31日 

４．内 容   

定 期 ①相談援助技術の基本水準確立 ②知識習得体制の確立 

不定期 ③社会福祉士実習生の受入 ④その他 



５．成 果   

①キャリアアップ体制について 

外部からの研修内容とキャリアアップ体制のステップごとに基づいて、対象者の選定は随時行うこと

ができ、該当者がいない場合や、他職域へ発信を返す対応まで実施できた。 

研修後の振り返りや共有の場が設定できず、学びが個人別で留まっている状況があるため、今後は、

報告の場を設け、業務への活かし方や変化を見える状況にし、人事考課制度への反映も急がれる。 

②OJTについて 

定期講習による知識習得体制の運用に取組んだが、役割分担や講習内容、担当者の調整までで止まり、

実施には至らなかった。継続的な進捗確認や開催に向けた発信、情報共有が必要である。実施に繋げる

ために、不具合を修正し、定期実施に繋げていく。 

③社会福祉士実習生の受入について 

今年度３校より計５名の実習を受け入れた。受け入れから終了まで予定通り実施を図れた。その中で

受け入れ前後の説明や振り返りの実施が不十分で、課題が残った。 

④養護事業部の事業転換について 

職域として、契約書類や料金設定を役割分担により進めることができた。職域と事業部との連携が不

足し、次の展開を予測した対応が遅く、今後様式の差し替えが残っている。職域全体の課題として早め

の声掛けや見通しを持った対応を遅れを防いでいく。 

６．課 題 

・準備から運用につなげる展開や共有の改善 

・進捗確認の仕組みづくり 

・情報共有のタイミングの明確化 

・社会福祉実習の職域全体での運用に向けた、振り返りなどの実施 

７．事業計画 

・OJT体制の確立と業務や研修後の振り返りの場の確保 

・相談職育成プログラムの本格運用、定着化 

・人事考課との連動 
 
＜ 広報活動支援機関 ＞ 

１．構成メンバー  丹代達也 木村小鈴 

２．目 的  介護・福祉サービスに係る事業活動の周知広報 

３．期 間  2025年4月1日～2026年3月31日 

４．内 容   

① 広報誌運用管理（広報誌掲載内容の管理） 

② ホームページ運用管理（ホームページ掲載内容の管理） 

③ 法人広報活動 

５．成 果 

①広報誌運用管理について 

広報誌紙面構成表にも基づき、発行月の前月始めに構成表を添付し依頼文と共にチームズにて作成依

頼をしている。８月、11月、２月の発行紙では３面を担当する委員会などへ資料提供を依頼し、広報活

動支援機関で３面部分を作成している。後の修正作業などを考慮した場合にスムーズに発行まで可能と

なった。２月に発行予定であった第37号はホームページのバージョン変更が２月にあったため、作成開

始の遅れが生じ、１ヶ月以上遅れ発行となった。 

②ホームページの運用管理（ご家族様専用ページ更新） 

期日を毎月25日に設定し、チームズで事前に更新依頼する方法をとったが、更新の遅れが目立つ状況

が続いたため、11月から４事業部でご家族様専用ページの更新を担当する職員を２名配置するよう依頼

し、黒石デイサービスセンターは業務に更新作業を組み込み対応することで、大幅に軽減することがで

きた。 

③法人広報活動について 

既存のパンフレットやホームページとは趣の違う法人のチラシサンプルまでを作成。内容面を洗練し

追加の写真撮影を計画している。 



 30周年記念事業で開設したインスタグラムの運用方法について検討している。各情報発信の種別によ

る活動と分担が詰め切れず、立案段階から進捗状況がほぼ変わらない。チラシ、インスタグラムを活用

し法人を知っていただくためのきっかけづくりの取り組みが必要。 

６．課題 

①ホームページ、広報誌への掲載写真について写真撮影時の留意点を前年度からの課題でもあったが再

度周知する必要がある。掲載写真を選別の際に利用者様おひとりのみで写った写真や活動内容が分かり

ずらい、写真掲載×の利用者様が写って使用できないなど、撮影した写真の枚数が少ないなどの状況が

あった。 

写真自体の母数を増やすため、日々の活動やレクリエーションなど日常での写真撮影の機会を増やす

必要がある。 

30周年記念事業で開設したインスタグラムの法人アカウントを使用してのSNSの運用方法、活用の有

無から検討する必要がある。法人のチラシを完成させる。 

７．事業計画 

・ホームページの運用管理（ご家族様専用ページ） 

・広報誌運用管理（３ヶ月に１回発行）（広報誌・ホームページ掲載内容の管理）  

・法人広報活動  

 

＜「わ」のカフェ＞ 

１．構成メンバー  三上昭弘、葛西夏紀 

２．目 的  認知症の人と家族、地域の方々の認知症の理解と支え合いをつなぐ集う場の運営 

３．期 間  2025 年 4月 1日～2026年 3月 31日 

４．内 容   

・運営計画の明確化と共有、評価検証の実施 

・認知症を抱える本人・家族の支援  

  ・移動カフェの実施 

５．成 果   

〇移動カフェの開催 

・今年度は新規地区２か所含め、黒石市 6地区公民館で開催している。今年度は平均 5名の参加状況が

あり、認知症の学びの場として、参加者様同士の交流が図れている。 

 松の湯交流館での定期開催では、送迎を実施するも利用がなく、移動カフェのみに絞ったことで、地

区の方が参加しやすい状況になった。 

〇周知活動 

・周知方法として、各公民館側へ地区住民の方々にチラシ回覧やポスター掲示、黒石市社会福祉協議会、

地域包括支援センターへ協力依頼し、当法人のホームページ活用など、協力を継続し、今後の動向につ

いて確認することとしている。 

〇認知症を抱える本人・家族の支援 

・新規地区での「わ」のカフェの開催や、地域包括支援センターからの出前講座を 2回開催し、市民の

方々、行政、施設職員がともに情報を共有したり、普段の生活や認知症に対する考え、不安を話し合え

る場となっている。 

・あすなろの森と共同し、ボランティア活動として継続参加がある。あすなろの森より、今年度は参加

につながらかったが、今後も継続する。 

６．課 題 

・ポスター掲示やチラシ回覧でカフェの存在は知っていたが、行っている人の顔や内容が分からないた

め、参加まで至らなかったとの意見があった。周知方法として、掲示や回覧だけではなく、各公民館で

開催されている活動状況の把握やカフェの活動内容を地区の方に知っていただくなど検討が必要。 

・出前講座内で参加者様から普段から老後の経済的、身体的なこと、介護についての不安は漠然とある

が、いざ介護が必要とならないとどうしても動かないとの意見あり。あらためて、介護や認知症に対し

ての情報共有の場、地域での支え合いの一環として「わ」のカフェを活用していただけるよう展開して

いく。 

・あすなろの森との共同を継続し、引きこもりの方の状況確認や、カフェの内容評価についてもご意見



をいただき活かしていく。現在、行っているカフェ開催後の内容、感想等のアンケート記載を継続し、

要望や意見を反映していく。 

・「わ」のカフェ運営にあたり、専門職としての知識を地域の方へ還元する、地域貢献として施設職員

全体が取り組むものとして、機関担当以外でもカフェの開催ができるよう計画していく。 

７．事業計画 

・移動カフェの定期開催 

・認知症を抱える本人・家族の支援 

・法人職員全体のカフェの目的の理解と、運営整備の確立 

 


